
 

 

18/09 ▲0.0

18/10 ＋1.1

18/11 ▲0.1

18/12 ▲2.0

19/01 ＋1.5

19/02 ▲0.5

19/03 ＋1.8

19/04 ＋0.4

19/05 ＋0.5

19/06 ＋0.4

19/07 ＋0.7

19/08 ＋0.6

19/09 ▲0.3

（注）数字は季調済前月比。但し、（　）内は前年同月比（未季調）。

　*1:耐久財関連は、自動車・家具・家電・建材関連の売上の合計。

　*2:非耐久財関連は、小売売上高の合計から、耐久財関連を除いたもの。
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と市場予想中央値の同

い自動車を除く小売・飲食サービス売上高は、前月比

に反してマイナス

小売売上高の基調を判断するうえで重要なコア小売売上高（自動車・ガソリン・建材を除く小売・飲

食サービス売上高）は、前月比

３ヵ月移動平均・３ヵ月前対比年率

にとどまり、

月期の前期比年率＋

以上の結果

年率＋4.6％と高い伸びとなった反動もあり

価格の上昇等を背景に

 

９月の小売売上高は

動車販売、

が増加に転じた

減少に転じた

けた。また

 

９月の小売売上高の前月比（

▲0.0 (＋3.9)

＋1.1 (＋4.8)

▲0.1 (＋4.0)

▲2.0 (＋1.4)

＋1.5 (＋2.6)

▲0.5 (＋1.9)

＋1.8 (＋3.8)

＋0.4 (＋3.8)

＋0.5 (＋3.0)

＋0.4 (＋3.3)

＋0.7 (＋3.5)

＋0.6 (＋4.4)

▲0.3 (＋4.1)

（注）数字は季調済前月比。但し、（　）内は前年同月比（未季調）。

　*1:耐久財関連は、自動車・家具・家電・建材関連の売上の合計。

　*2:非耐久財関連は、小売売上高の合計から、耐久財関連を除いたもの。
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米国 19 年
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市場予想中央値の同

い自動車を除く小売・飲食サービス売上高は、前月比

マイナスとな

小売売上高の基調を判断するうえで重要なコア小売売上高（自動車・ガソリン・建材を除く小売・飲

食サービス売上高）は、前月比

３ヵ月移動平均・３ヵ月前対比年率

にとどまり、力強い拡大モメンタム

月期の前期比年率＋8.

以上の結果を考慮すると

％と高い伸びとなった反動もあり

価格の上昇等を背景に

小売売上高は

、通信販売で

に転じたうえ、

減少に転じたほか、ガソリンスタンド

た、その他小売

月の小売売上高の前月比（

除く車

(＋3.9) ▲0.1

(＋4.8) ＋1.0

(＋4.0) ▲0.3

(＋1.4) ▲2.6

(＋2.6) ＋2.4

(＋1.9) ▲0.6

(＋3.8) ＋1.4

(＋3.8) ＋0.6

(＋3.0) ＋0.5

(＋3.3) ＋0.3

(＋3.5) ＋0.9

(＋4.4) ＋0.2

(＋4.1) ▲0.1

（注）数字は季調済前月比。但し、（　）内は前年同月比（未季調）。

　*1:耐久財関連は、自動車・家具・家電・建材関連の売上の合計。

　*2:非耐久財関連は、小売売上高の合計から、耐久財関連を除いたもの。
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（注）数字は季調済前月比。但し、（　）内は前年同月比（未季調）。

　*1:耐久財関連は、自動車・家具・家電・建材関連の売上の合計。

　*2:非耐久財関連は、小売売上高の合計から、耐久財関連を除いたもの。
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耐久財関連（*1）
自動車

＋0.4
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＋3.4

▲0.4
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＋1.9

▲0.9

（注）数字は季調済前月比。但し、（　）内は前年同月比（未季調）。

　*2:非耐久財関連は、小売売上高の合計から、耐久財関連を除いたもの。
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エコノミスト 桂畑 誠治
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その他小売りが＋0.01％

下げた。次い

百貨店を含む一般小売

は 0.00％にと
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い

百貨店を含む一般小売

にと


